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1. 背景 
温室効果ガスの排出による気候変動の進行は，

科学的にも確実なものとして捉えられている．気

候変動に関する政府間パネル（IPCC）[1]は，現状

のまま温室効果ガスが排出され続けると，温暖化

が 21世紀の間に 1.5℃を超え，2℃より低く抑える

ことが困難になる可能性が高いとして，今後 10年

間での即時の温室効果ガス排出削減の必要性を訴

えている．なお，日本における 2021 年の CO2 排

出量は，世界全体の 3.0%にあたる約 10 億トンで

世界 5 位，1 人あたりでは約 7.9 トン/人で世界 4

位であり，世界的にも高い水準である[2]． 

気候変動は，水の利用や食糧生産の困難化，都

市災害の激甚化，暑熱や感染症・メンタルヘルス

などの健康への影響，生物多様性の減少など，人

間システムや生態系に対して様々な悪影響を及ぼ

すことが指摘されている [1]．中でも，Climate 

Psychology Alliance [3]は，気候変動に対する感情的，

精神的，身体的ストレスの増大を「気候不安」と定

義している．気候不安には，気候変動に対する恐

れ，怒り，悲しみ，絶望，罪悪感，恥辱などの感情

が含まれ，近年若い世代を中心に拡大している[4]．

メンタルヘルスとしての負の側面がある一方で，

精神疾患とは異なり合理的な不安であり，環境配

慮行動を促すことも指摘されている[5]． 

Hickman et al. [4]は，世界 10 か国の 16歳～25歳

の若者 1 万人に対し，気候変動に関する感情が日

常生活に及ぼす悪影響や，気候変動に対する不安

の程度を調査した．その結果，10か国平均で 45%

の回答者が日常生活への悪影響があると答えたほ

か，全体の 59%が気候変動に対して「極度に不安」

または「とても不安」と感じていることを示した． 

日本においても，電通総研[6]が Hickman et al.[4] 

と同一の内容の調査を行っている．その結果，他

国の平均を上回る 72.6%が「不安」と回答している

一方，気候変動を「心配していない」と回答した割

合は 14.6％であり，他のいずれの国よりも高いこ

とが示されている．また，激しい負の感情や自責

感情を持つ人は他国平均の半分程度の 20～30％程

度にとどまる．さらに，自身や人類の未来につい

て負の考えを持つ人は，他国平均の 50~80%程度で

あり，11か国のうち最も楽観的であることも分か

っている．これより，日本人は気候変動を自分事

として捉え切れていないことが指摘されている． 

 内閣府[7]の調査では，20歳～29歳の自身の将来

の不安有無の問いに対し，不安を感じない人が

31.0%である一方，不安を感じる人は 69.0%であっ

た．そこで，不安を感じる人を対象に自身の将来

の不安要素を複数回答で調査した．その結果，日

本人の若者は「大地震などの大規模な自然災害の

発生」を不安要素として答えた人は 41.4%である

に対し，「雇用状況の悪化」は 48.6%，「日本経済の

停滞，衰退」は 47.7%，「所得や資産の格差拡大」

は 39.6%など，気候変動に対する自然災害以外に

も多くの要素への不安意識があることがわかった． 

 また， Berthold et al. [8]は，収入と主観的な金銭

的不足感が環境配慮行動（PEB)に与える影響につ

いて調査行った．結果，主観的な金銭的不足感が

高い人ほど，環境配慮行動への努力が減少し，実

際の環境配慮行動も減少することが示された． 

これらの既往調査・研究から，日本人は気候変

動以外にも様々な不安要素があることにより，気

候変動に対する行動を十分にとっていないことが

懸念される．世界的に二酸化炭素排出量が多いに

もかかわらずこのような問題があることは，将来

の気候変動対策の阻害要因にもなり得ると考えら

れる．日本において気候変動対策を進めるにあた

り，世論の支持を得るためには，気候変動への意

識を高めることが重要である．そこで，気候変動

への意識が低い理由を明らかにし，環境配慮行動

に繋げるための方策を検討することが課題となる． 

 

2. 目的 
本研究の目的は，日本の若者が抱く将来への不

安が多岐にわたることを鑑み，気候変動への不安

と他のリスク要因への不安との相対的な関係を明

らかにすることと，各種不安の強度と環境配慮行

動との関係を明らかにすることである．具体的に

は，以下の 2つの目的を設定する． 

① 気候変動に対する不安の相対的な位置づけを
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明らかにする． 

気候変動への不安と他のリスク要因（例えば，

食糧危機，感染症の流行，高温や水害，地震など）

への不安とで，どちらがどの程度強く認知されて

いるかを明らかにする．これにより，日本の若者

にとって，気候変動が他のリスク要因と比べてど

の程度の重要であるかを評価する． 

② 各種不安の強度と環境配慮行動との関係を明

らかにする 

不安の程度が高いリスク要因ごとに，実際にど

のような環境配慮行動が取られているのかを調査

し，その違いを明らかにする．これにより，どのリ

スク要因が環境配慮行動に強い影響を与えている

のかを特定する． 

 

3. 手法 
3.1. BWSの概要 

本研究は，気候変動への不安と，他のリスク要

因への不安との相対的な順列を求めるため，ベス

ト・ワースト・スケーリング (best-worst scaling, 

BWS)を採用する．BWS は一対比較法を複数の選

択セットに拡張したもので，回答として Best と

Worstの 2種類を同時に扱う点において，他よりも

複雑なモデルとなることが特徴的である[9]． 

BWSは，食品，自動車，環境政策等の選択場

面において，複数の価値項目に対する人々の相対

的な順位付けを調べるために活用されてきた．

Lusk and Briggeman（2009）[10]は，11の食品価

値の相対的な重要性を BWS により調査し，消費

者が安全性，栄養，味，価格等の価値を相対的に

重視する一方，公正さ，伝統，原産地の価値はあ

まり重視しないことを示した．吉田（2021）[11]

は，バッテリー電気自動車（BEV）の諸属性に

対する日本の消費者の選好を BWS によって評

価し，購入価格・運転コスト・走行距離が重要

な要因である一方，二酸化炭素と大気汚染物質

の削減はそれほど重視されないことを示した．

Tyner and Boyer（2009）[12]は米国五大湖の環

境保全・回復事業において，周辺住民がどのよ

うな価値を事業実施の理由として好ましい／好

ましくないと考えているかをランク付けした． 

3.2. 調査票の設計 

気候変動と認知に関する先行研究による本研

究の BWS を構築する．63カ国から収集された

気候変動関連データ（気候変動に対する認知，

気候変動政策への支持，情報共有意欲など）

[13]，2014年内閣府の「人口，経済社会等の日

本の将来像に関する世論調査」[7]，2024年こ

ども家庭庁「我が国と諸外国のこどもと若者の

意識に関する調査」[14]により，表 1に示す 10の

不安項目リストを作成した．これら 10の選択セ

ットを通じて，BWS のアンケート内容は構成さ

れている． 

設問は，つり合い型不完備ブロック計画となる

ように Rの find.BIBを用いて設定しており，以下

の条件を満たしている．第一に，各項目は，全体

として同じ回数出現する．第二に，各設問は，同

じ数の項目を含む．第三に，各項目のペア（例え

ば「気候」と「地震」）は，同じ回数だけ同じ設

問内に出現する． 

3.3. 調査の実施方法 

調査は，筑波大学に在籍する学生を対象に

Google フォームを用いて行い，68人から回答が得

られた．実施期間は 2024 年 8 月 1 日～31 日であ

るものの，8 月 8 日に南海トラフ巨大地震臨時情

報が発表されたため，その前後における地震への

不安の程度が変化している可能性を考慮し，発表

以前に回答を完了した 63人を分析対象とした． 

3.4. 調査結果の分析法 [15]  

3.4.1. 計数法による相対評価 

 計数法とは，各価値項目について，「最も不安」

との回答数（Best 得点）から「最も不安でない」

との回答数（Worst得点）を差し引いた得点（BW

得点）を求め，この得点の大小によって項目間の

相対評価を行う方法である．個人について求めた

得点と全回答者について求めた得点を，それぞれ

非集計レベルと集計レベルの BW得点という． 

 個人の BW得点と項目𝑖の平均 BW得点は，それ

ぞれ(1)式，(2)式により表される． 

𝐵𝑊𝑖𝑛 = 𝐵𝑖𝑛 −𝑊𝑖𝑛 (1) 

表 1 不安項目リスト 

 項目 内容 

1 食糧 
食糧危機が起こり， 

十分な食べ物を得られなくなる 

2 衛生 
未知の感染症が流行し， 

自身も感染し死亡しうる状況となる 

3 気候 
気候変動の深刻化により高温や水害が 

発生し，日常生活に支障が出る 

4 地震 
南海トラフ巨大地震などの大地震が発生し 

被災する  

5 健康 自らが肉体的・精神的に衰えている 

6 経済 
日本経済の衰退や失業などにより 

自身が経済的に困窮する 

7 治安 戦争，テロリズム，犯罪などに巻き込まれる 

8 文化 
大切にしてきた文化が失われ， 

自身のアイデンティティが消失する 

9 
特に 

なし 
将来には不安はない 
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𝐵𝑊𝑖
̅̅ ̅̅ ̅ =

∑ 𝐵𝑊𝑖𝑛𝑛

𝑁
(2) 

ただし，𝐵𝑊𝑖𝑛と𝑠𝑡𝑑. 𝐵𝑊𝑖𝑛は回答者𝑛の項目𝑖につ

いての BW 得点と標準化得点，𝐵𝑖𝑛と𝑊𝑖𝑛は回答者

𝑛が項目𝑖について「最も不安」および「最も不安で

ない」と答えた回数，𝑁は総回答者数である． 

さらに，各項目𝑖の全員の「最も不安」との回答回

数𝐵𝑖と「最も不安でない」との回答回数𝑊𝑖の差で

表される合計𝐵𝑊𝑖を(5)式の通り算出する．これに

より，項目ごとの不安の相対的な重要度を数値的

に把握することができる． 

𝐵𝑖 = 𝛴𝑛𝐵𝑖𝑛 (3)

𝑊𝑖 = Σ𝑛𝑊𝑖𝑛 (4)

𝐵𝑊𝑖 = 𝐵𝑖 −𝑊𝑖 (5)
 

3.4.2. モデリングによる相対評価 

続いて，離散選択モデルの 1 つである条件付き

ロジットモデルを使用し，得られた推定値に基づ

き各不安項目の相対評価を行う．ロジットモデル

は，定性的な要因を数量化する際に用いられ，不

安の強さを相対化する際にも有用と考えられる． 

ここでは，各回答者が「最も不安」と答えた項目

から不効用𝑣を得ると仮定し，項目𝑖を「最も不安」，

項目𝑗を「最も不安でない」と評価するのは，項目

𝑖と𝑗の効用の差によるものと仮定する Max Diff モ

デルに従う．よって，項目𝑖を「最も不安」，項目𝑗

を「最も不安でない」と回答する確率Pr⁡(𝑖, 𝑗)は(6)

式の通り表される． 

Pr(𝑖, 𝑗) =
exp(𝑣𝑖 − 𝑣𝑗)

∑ ∑ exp(𝑣𝑘 − 𝑣𝑙)𝑙,𝑘≠𝑙𝑘

(6) 

また，推定するモデル式は(7)式の通り表される． 

𝑣 = 𝑏1𝑥1 + 𝑏2𝑥2 +⋯+ 𝑏𝑛𝑥𝑛 (7) 

ここで，𝑏𝑘(𝑘 = 1,… , 𝑛)は推定すべき係数，

𝑥𝑘(𝑘 = 1,… , 𝑛)各不安項目の変数である．変数は，

ベストに選ばれたとき1，ワーストに選ばれたとき

−1，それ以外は0をとる．ただし，多重共線性を発

生させないために除外する変数は「気候」とし，そ

の他の項目を相対的にどの程度不安に感じている

かを明らかにする． 

 さらに，係数の推定値に基づき，各項目の Share 

of Preference（𝑆𝑃𝑖）を(8)式の通り算出することが

できる．SP は，各項目に対する不安の強さを合計

が 1 となるよう正規化した値であり，気候変動と

その他の項目に対する相対的な不安の強さを定量

的に示すことができる． 

𝑆𝑃𝑖 =
exp(𝑣𝑖)

∑ exp(𝑣𝑙)𝑙

(8) 

これにより，各項目の相対的な重要度や影響度

を定量的に評価することが可能である． 

さらに，支払意思額および環境配慮行動との関

連分析に向けて，個人𝑛の Share of Preference（𝑆𝑃𝑖𝑛）

を(9)式の通り算出する．これは，1 人ずつロジッ

トモデルの係数を推定することにより求める． 

𝑆𝑃𝑖𝑛 =
exp(𝑣𝑖𝑛)

∑ exp(𝑣𝑙𝑛)𝑙

(9) 

なお，分析にはRの crossdes，support.BWS，mlogit，

gmnlの 4パッケージを用いる． 

3.5. 支払意思額に関する質問 

仮説 2 の検証を行うため，まず支払意思額に関

する質問を表 2 の通り作成する．答者が選択した

支払意思額と各不安項目の相対的重要性の相関関

係を求める．相関分析には，スピアマンの順位相

関係数を用いる．これは，順位などの順序尺度と

比例尺度の相関を調べる手法である．なお，個人

別の不安項目の相対的重要性を示す Share of 

Preferenceは，(9)式より算出する．  

3.6. 環境配慮行動に関する質問 

被験者が実際に行っている環境配慮行動と各不

安項目の相対的重要性との関係を調査する．具体

表 2 支払意志額に関する質問表 

質問 

地球の平均気温上昇を 1.5℃に抑えるた

めに全世界で CO2 排出量実質 0 実現を

目指している．日本の電力部門では排出

量削減のために全員の電気料金に何円

追加を許容できるか？(0 円だと 4.4℃，

16,000 円だと 1.5℃上昇) 

選択肢 

□0 

□1~499 

□500~999 

□1,000~4,999 

□5,000~9,999 

□10,000~16,000 

 

表 3 環境配慮行動に関する質問表 

質問 

あなたは以下のような環境配慮行動を

どのくらいしていますか？ 

(1.全くしていない～7.いつもしている) 

環境配慮 

行動 

・節電や節電を行う 

・外出時は車ではなく徒歩や自動車，公

共交通機関を利用する 

・ごみを分別する 

・買い物にマイバッグを持参し，レジ袋

の使用を削減する 

・物を修理して使う 

・食品ロスを出さないよう，食品の使い

方を工夫する 

・地産地消を心がける 
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的には，日常的な様々な環境配慮行動に関する

表 3 の質問を 7 段階のリッカート尺度により

行い，各不安項目の標準化得点との相関関係を

調べる．相関分析の方法は 3.5と同一である． 

 

4. 結果と考察 
4.1. 計数法による相対評価 

計数法に基づく BW 得点を表 4 に示す．個

人平均に示されている結果により，回答者全体

では最も不安な項目は地震（1.762），次いで経

済（0.873），気候（0.667），治安（0.492），健康

（-0.175），食糧（-0.413），衛生（-0.6032），特

になし（-0.635）と続き，最後が文化（-1.968）

となった． 

4.2. モデリング法による相対評価 

係数の推定結果を表 5に示す．各項目の係数

の推定値と関連する検定統計量が表示されて

いる．P値（列Pr⁡(> |𝑧|)）を見ると，係数をゼ

ロに制約した「気候」と比べて推定値に有意差

が認められた項目は「食糧」，「衛生」，「地震」，

「健康」，「文化」，「特になし」の 6つである．

「経済」と「治安」が有意にならなかったのは，

両者の BW得点（経済：55，治安：31）が気候

の BW得点（42）と比較的近かったからと考え

られる． 

4.3. Share of Preference 

Share of Preferenceの算出結果を図 1に示す．

最も不安な項目は地震（0.240）であり，次いで

経済（0.149），気候（0.146），治安（0.117），食

糧（0.087），健康（0.081），衛生（0.080），特に

なし（0.066），そして最後が最文化（0.034）で

ある．地震に対する不安は文化に対する不安の

約 7 倍（＝0.240/0.034）となっている． 

地震に対する不安が最も高い理由は，地震が

生命の危機に直結し，日本では地震に関連した

災害も多く，報道の頻度が高いため，自身の記

憶や体験も関与し，恐怖感が強いためと考えら

れる． 

文化に対する不安が最も低い理由は，生命の

危機に直結しないためと考えられる．報道がほ

とんどない上，文化の変化は突発的に起こるも

のではないため実感が湧きづらいことも理由

の一つとして考えられる. 

気候変動と経済に対する不安が地震に対す

る不安に次いで高い理由は，地震よりは身近にリ

スクを感じることがないものの，気候変動や円安

などの報道に触れる機会が多く，身近なリスクと

して将来的な不安を感じる人が多いと考えられる． 

治安や食糧問題などの項目が相対的に低い理由

は，戦争や食糧不足を経験したことがないためイ

メージしにくく，報道はあるものの，海外の事例

だと自分事として捉えられていないためと考えら

れる. 

表 5 係数の推定結果 

項目 推定値 標準誤差 z値 Pr>|z| 判定  

食糧 -0.522 0.130 -4.024 0.000 *** 

衛生 -0.604 0.131 -4.625 0.000 *** 

地震 0.497 0.127 3.902 0.000 *** 

健康 -0.594 0.133 -4.465 0.000 *** 

経済 0.021 0.126 0.166 0.868   

治安 -0.222 0.125 -1.776 0.076   

文化 -1.461 0.138 -10.577 0.000 *** 

特になし -0.794 0.136 -5.854 0.000 *** 

  ***p<0.001, **p<0.01, *p<0.05   

対数尤度 -126.21         

観測回数 54         

反復回数 4         

終了条件  gradient close to zero (gradtol)   

 

表 4 BW 得点 

項目 

Best 得点 Worst 得点 BW 得点 

個人

平均 

合

計 

個人

平均 

合

計 

個人 

平均 

合

計 

標準 

偏差 

食糧 0.762 48 1.175 74 -0.413 -26 -0.103 

衛生 0.667 42 1.270 80 -0.603 -38 -0.151 

気候 1.302 82 0.635 40 0.667 42 0.167 

地震 2.048 129 0.286 18 1.762 111 0.440 

健康 0.921 58 1.095 69 -0.175 -11 -0.044 

経済 1.413 89 0.540 34 0.873 55 0.218 

治安 1.254 79 0.762 48 0.492 31 0.123 

文化 0.460 29 2.429 153 -1.968 -124 -0.492 

特になし 0.175 11 0.810 51 -0.635 -40 -0.159 

回答者数 63       

 

図 1 Share of Preference 

地震

0.240

経済

0.149

気候

0.146

治安

0.117

食糧

0.087

健康

0.081

衛生

0.080

特になし

0.066 文化

0.034
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そして，健康と衛生においても，対象が学生で

あるため，コロナウイルスの影響も命に関わるケ

ースは少なく，命の危機はあまり感じられない可

能性がある． 

4.4. 支払意思額との関連分析 

 支払意思額の各階級の平均値をもとに記述統計

を表 6 の通り算出したところ，平均値が約 2,123

円，中央値が 750 円となり，半数以上の人が数百

円程度であれば許容できることが分かった．表 8

左側において最も相関係数が大きい不安項目は

「気候」で 0.242であり，次いで「地震」で 0.215

であった．最も小さい項目は，「文化」で-0.206，

次いで「経済」で-0.196 であった．なお，5%で有

意にはならなかった． 

4.5. 環境配慮行動との関連分析 

 環境配慮行動の記述統計を表 7に示す．ただし，

1 は「全くしていない」，7 は「いつもしている」

を表す．不安項目との相関分析においては，表 8の

右側の通り，「食糧」と「車不使用」および「食品

ロス削減」，「気候」と「ごみ分別」の 3 組で有意

な正の相関が確認された．自家用車を使わない人

の中には，運転免許を持っていないケースもある

と考えられる．将来，自宅近くの買い物場所がな

くなったときに，日常的な食料品へのアクセス問

題を懸念している人も含まれている可能性がある．

また，食糧への不安が高いほど食糧を有効に使う

ことを心掛けており，さらに将来の気候への不安

が高いほど化石燃料由来の資源をリサイクルする

意識が高いと考えられる． 

 

5. 結論 
 本研究では，気候変動をはじめとする将来の不

安要素の相対的な位置づけを調査し，各種不安の

強度と気候変動への支払意志額および環境配慮行

動との関係を分析した． 

 その結果，各種不安要素の SPは地震が最も高く

0.240，文化が最も低い 0.034，気候は地震，経済に

次ぐ 3 番目の 0.146 であった．いずれの不安要素

も 0.240を上回ることはなかった．また，支払意思

額は，平均値が約 2,123円，中央値が 750円であっ

たほか，最も相関関係が高い項目は気候であり，

相関係数が 0.242であった．環境配慮行動は，7つ

の項目のうち 6 つが，中央値が 7 段階中 5 段階目

以上であり，積極的に行われていることが分かっ

た．一方，各不安要素の強度と支払意思額および

環境配慮行動との間には，有意な相関関係はほと

んど見られなかった．  

日本の若者は気候変動以外にも様々な不安要素

を持っていることが分かった．日本人は，世界的

に見ると気候変動への不安が低いことが分かって

いるが，その要因として，地震が頻発する地域で，

自身の記憶や体験も寄与している可能性があり，

地震への不安が高いことが影響していることが示

表 6 支払意思額の記述統計 
 

平均支払意思額(円) 

回答数 63 

平均値 2,122.67 

標準偏差 2,843.63 

最小値 0 

25% 250 

中央値 750 

75% 3,000 

最大値 13,000 

 

  
平均 

支払意思額 
節電節水 車不使用 ごみ分別 

マイバッグ 

持参 
物の修理 

食品ロス 

削減 
地産地消 

食糧 0.115   -0.078   0.250 * 0.066   -0.032   0.169   0.302 * -0.008   

衛生 0.049   -0.102   -0.085   0.172   0.152   0.054   0.070   0.029   

気候 0.242   0.057   -0.062   0.255 * 0.037   0.046   -0.038   0.064   

地震 0.215   0.055   0.057   0.030   -0.072   -0.040   -0.090   0.192   

健康 0.085   -0.219   -0.088   0.013   -0.126   -0.052   -0.038   -0.213   

経済 -0.196   -0.057   -0.036   -0.094   0.085   0.149   0.038   0.002   

治安 -0.192   0.076   -0.102   -0.139   -0.112   0.107   0.000   -0.053   

文化 -0.206   -0.032   -0.012   0.112   0.015   0.048   0.019   -0.040   

特に 

なし 
0.176   0.029   -0.213   0.180   -0.019   0.130   0.163   -0.105   

表 8 スピアマンの順位相関係数（*p<0.05） 

  節電

節水 

車不

使用 

ごみ

分別 

マイ 

バッグ 

持参 

物の 

修理 

食品

ロス

削減 

地産

地消 

回答数 63 63 63 63 63 63 63 

平均値 4.41 5.25 5.43 5.38 4.68 5.03 3.02 

標準偏差 1.58 2.20 1.63 1.79 1.69 1.87 1.83 

最小値 1 1 1 1 1 1 1 

25% 3 4 5 5 4 4 1.5 

中央値 5 6 6 6 5 5 3 

75% 5 7 7 7 6 7 4 

最大値 7 7 7 7 7 7 7 

表 7 環境配慮行動の記述統計 



2024 年度 リスク・レジリエンス工学グループ PBL 演習 

最終報告書 

6 

 

唆された．以上のことを踏まえ，気候変動対策を

行う際には，人々の記憶や経験では分かりづらい

気温上昇やそのリスクだけではなく， 土砂災害や

洪水などの人々の記憶や経験に残りやすい直近の

地球温暖化の影響による災害を例に出すことで，

気候変動対策をより積極的にさせることができる

と考えられる． 

先行研究では，日本人の若者は気候変動に対し

て不安に思う人が少ないという結果であったが，

本研究の結果は異なっていた．これは，リスクの

学生の回答が多く，気候変動に対して不安を感じ

ている学生が多かった可能性がある．また，2024

年は年始に能登半島地震が起き，経済面では円安

が進むなど印象的な報道が多く，それ等に対する

不安感が結果に影響を与えた可能性がある． 

支払意思額に関しては，実際の行動ではなく意

志であるため，日本の平均電気代である 6,726 円

[16]の約 11%の 750 円というやや高い金額が表れ

た可能性はあるものの，気候への不安の高低にか

かわらず，対策をした場合としなかった場合の地

球の平均気温上昇の数値が明示されていたことが

寄付の動機となったことも考えられる．よって，

消費者側に金銭的な負担を伴う気候変動対策を行

う際には，バックキャスティングアプローチによ

り，目標とそれに対応するプロセス，必要な対策

を明確化して提示することが有効と考えられる． 

環境配慮行動に関しては，先行研究[17]より，若

年層ほど環境や社会への貢献よりも，自らの金銭

的な利益を重視した結果行う傾向があるという調

査結果と一致した．若者に対して環境配慮行動を

促進する際には，個人への金銭的なメリットも同

時に提示することが有効と考えられる． 

今度の展望としては，自宅への PV設置や EVの

購入などのモノの購入を含めた幅広い環境に配慮

した選択と不安項目との関連調査を行うことで，

より幅広い環境に配慮した選択と不安項目との関

連性の解明が期待できる．また，就職活動や人間

関係などの短期的な不安項目と気候変動への不安

の関係を明確化することが必要である． 
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